
事務 ト

管

入による基準適合検査

理

：

10検体（基準違反

経

：0件） 10検体（基

費

準違反：0件） 10検

[

体（基準違反：0件）

長期総合

２　

計

事業コスト

事業費等（

画

千円）
令和02年度 令

]

和03年度 令和04年

そ

度 令和05年度 令和0

の

6年度

当初予算 決算 当

他

初予算 決算 当初予算 決

分

算 当初予算 決算 計画 決

野

算

事業費 5,441 4

別

,826 5,434 5

目

,000 4,920 4

標

,309 4,595 0

４

4,595 0

伸び率（

誰

％） △7.1% △10

も

.1% △0.1% 3.

が

6% △9.5% △13

安

.8% △6.6% △1

心

00% 0% 0%

人件費

し

正規職員 34,237

て

38,059 32,7

住

35 35,528 29

み

,692 25,055

続

40,462 0 40,

け

462 0

正規職員以外

ら

5,019 4,819

れ

4,927 5,308

る

11,378 11,3

持

78 1,833 0 1,

続

833 0

小計 39,2

可

56 42,878 37

能

,662 40,836

な

41,070 36,4

ま

33 42,295 0 4

ち

2,295 0

国庫支出

事

金 0 639 0 0 0 0 0

業

0 0 0

県支出金 0 0 0

区

0 0 0 0 0 0 0

市　　

分

債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(

0

そ の 他 23,6

2

18 23,508 20

)

,847 21,917

自

20,988 17,9

治

43 20,348 0 2

事

0,348 0

一般財源

務

（税等） △18,17

法

7 △19,321 △1

定

5,413 △16,9

受

17 △16,068 △

託

13,634 △15,

事

753 0 △15,75

務

3 0

所要人数 正規職員

○

4.30 4.78 4.

そ

22 4.58 3.97

の

3.35 5.41 0.

他

00 5.41 0.00

政

（人） 正規職員以外 1

　

.00 0.96 0.9

策

6 1.16 2.71 2

７

.71 0.95 0.0

健

0 0.95 0.00

主

康

な予算内訳
機械等借上

で

料2,700千円、消

元

耗品費1,114千円

気に暮

３　目

ら

標及び実績
指標名 単位

せ

令和02年度 令和03

る

年度 令和04年度 令和

環

05年度 令和06年度

境

活
動
指
標

食品の収去等

づ

検体数
検体

目標値 15

く

00 1500 1500

り

1500

実績値 575

会

367 673

達成度(

計

%) 38.3% 24.

一

5% 44.9% % %

家

般

庭用品の試買検体数
検

会

体
目標値 10 10 10

計

10

実績値 10 10 1

款

0

達成度(%) 100

衛

% 100% 100% %

生

%

成
果
指
標

食品の収去

費

検査等の不適・不良率

施

％
目標値 8 8 8 8

実績

　

値 8.2 7.1 6.2

策

達成度(%) 97.5

３

% 112.7% 129

生

.0% % %

有害物質を

活

含有する家庭用品に関

衛

する基準の違反率
％

目

生

標値 0 0 0 0

実績値 0

事

対

0 0

達成度(%) 10

策

0% 100% 100%

の

% %

推進 会計・ 項 保健衛生費

予算区分 目 食品衛生費

取組方針 １
衛生管理等の促進と監視の強化 大事業 食品衛生事業

中事業 食品の安全推進事業

事業種別 継続 関連個別計画 食品衛生監視指導計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担

業

当課長・Tel 生活保健課 辻本聡美 488-5111

事業実施の根拠法令 食品衛生法、食品表示法、健康増進法　等 関連課 衛生研究所

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするため

チ

の事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

食品の安全性を確保し、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し 食品の安全性を確保するため、和歌山市食品衛生監視指導計画に基づき、食品取扱施設等への監視・指導

、市民の健康の

ェ

保護を図る。 、食品の収去検査を実施する。また、市民や食品取扱者に対する食品衛生講習会の開催やパンフレット、

ホームページ等を通じて情報提供を行う。

事
業
内
容

令和02年度 令和03年度 令和

事

04年度 令和05年度

ッ

務

令和06年度

食品の収

事

去検体数：575検体

業

食品の収去検体数：3

N

67検体 食品の収去検

o

体数：673検体 食品

事

関係営業施設の監視指

業

導 食品関係営業施設の

名

監視指導

（不良・不適

[

数：47件） （不良・

事

不適数：26件） （不

ク

業

良・不適数：42件）

基

、食品の収去検査、食

本

品表示 、食品の収去検

情

査、食品表示

食品関係

報

営業施設への立入検 食

]

品関係営業施設への立

1

入検 食品関係営業施設

9

への立入検 に係る相談

0

・指導、有害物質 に係

食

る相談・指導、有害物

シ

品

質

査：1,956件 査

の

：1,150件 査：1

安

,600件 を含有する

全

家庭用品の監視指 を含

推

有する家庭用品の監視

進

指

食品衛生講習会：2

事

8回、697 食品衛生

業

講習会：14回、64

事

5 食品衛生講習会：1

業

6回、598 導・試買

ー

区

検査、食品衛生講習 導

分

・試買検査、食品衛生

(

講習

人 人 人 会の開催 会

1

の開催

有害物質を含有

)

する家庭用品 有害物質

事

を含有する家庭用品 有

業

害物質を含有する家庭

経

用品

の購入による基準

費

適合検査： の購入によ

○

る基準適合検査： の購



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　市民の食品の安全性に対する関心が高まっているため、事業者の自主的な衛生管理を促進するとともに、引き続き食品関

係施設への監視・指導等を実施してい

４

く。

　令和３年６月本

　

格施行の改正食品衛生

事

法により義務化された

業

ＨＡＣＣＰに沿った衛

の

生管理等の制度の定着

評

や円滑な実施に

担当課

価

評価の根拠
向けた、よ

評

り一層の取組みが求め

価

られている。

　今年度

基

は、新型コロナウイル

準

ス感染症の影響により

[

業務を一部縮小したた

妥

め、成果目標は達成し

当

ているものの、検体数

性

や

食品関係施設への立

]

ち入り検査件数は食品

事

衛生監視指導計画の目

業

標値を大きく下回った

の

。

　毎年度、食品衛生

ニ

監視指導計画を作成し

ー

ているが、今後も、施

ズ

設の規模、業種、季節

は

等に応じ、重点的な監

あ

視・指導事項

について

る

検討を行っていく。

　

か

特に、ＨＡＣＣＰに沿

○

った衛生管理の定着に

増

は早急に取り組む必要

加

があり、必要な情報の

し

提供、技術的な指導を

て

行う。

　また、改正食

い

品衛生法の施行に伴い

る

、窓口対応や監視指導

横

に要する時間が増加し

ば

ているため、より効率

い

的かつ的確な対応

見直

減

し・改善内容 を行うこ

少

とができるよう、従来

し

の監視手法の見直しや

て

人員の確保、職員の資

い

質向上に取り組む。

る

[妥当


